
Ⅰ　はじめに

　紙媒体としての新聞には工場で紙面を印刷し，

販売店へ配送するための時間が必要となる。特に

広範に配布しなければならない全国紙では，縁辺

部へより鮮度の高い記事を届けるために現地へ印

刷工場を設置する動きが見られる。記事を送る電

信技術の発達や高速道路網の整備が現地印刷を可

能にし，本社から離れた地域でも地方紙と鮮度を

競えるようになった。

　長野県の新聞配布状況に着目すると，地方紙で

ある信濃毎日新聞をはじめ，朝日，読売新聞など

の全国紙や中日新聞のブロック紙��などが競合し

ており，その配送形態は南北に長いという地理的

特性を克服するため，各社とも高速道路や主要国

道などを有効に利用している。印刷工場の立地も

これらの交通インフラを見据えた展開がなされて

いる。地形的な隔絶性が高くかつ競合紙が多いと

いう条件下で，各社が展開する新聞配送圏の動向

は研究対象として非常に興味深い。

　これまで新聞産業を対象にした研究は，地理学

の分野でも比較的早い段階からなされてきた。原

田��は日本���協会��の公査部数資料，ないしは

それに準ずる資料の統計処理を中心に，地方紙と

全国紙の競合，全国紙間の競合，夕刊セット率等

を各地域に当てはめて明らかにしている。山田��

は最も小規模なレベルである日刊地域紙を取り上

げ，県紙や全国紙の配布状況と関連づけながら分

布の特徴を論じている。また山根��は空間の組織

化の観点から，近代期における新聞社の立地展開

や配布圏の形成過程を全国を対象に分析してい

る。これら一連の研究結果は，全国および各地域

における配布競合状況の実態を一時点あるいは通

時的に明らかにした点が評価できる。しかしなが

ら，これらの研究の殆どは部数データの分析に重

きが置かれ，配送時間や配送ルートなどの新聞配

送状況に触れた研究は皆無であり，唯一原田��が

東北地方を事例に新聞輸送の形態を論じているの

みである。

　そこで本報告は，長野県を対象として競合する

新聞配送圏の動向を比較検討していく。対象紙

は，信濃毎日，読売，中日新聞とし，各社の内部

資料及び聞取り調査により配送圏を明らかにして

いく。

Ⅱ　長野県における新聞配布の全体的動向

　長野県は大きく北信，東信，中信，南信の４地

方に地域区分される（第１図）。内陸県で南北に

長く地形的な隔絶性が高いこと，また１８７１年の廃

藩置県時に長野，松本に県庁が置かれた経緯か

ら，北信・東信地方と中南信地方に二分されるこ

とが多い。

　長野県の新聞配布の状況を概観する。第１表

は，日本���協会発行の市郡別部数データを地

域別に集計したものである。同県では信濃毎日新

聞に代表される地方紙が全配布数の７割を占めて
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いることが特徴的である。地域的に見ると，信濃

毎日新聞では本社のある長野，松本を中心とした

北信，中信地域に多く配布されている。中日新聞

では飯田，松本を中心とした南信，中信地域へ集

中的に配布されており，全国紙と比較しても北

信，東信への配布はあまり活発ではない。一方，

全国紙は，朝日，産経，日経，毎日，読売新聞が

配布されているが，特に大手２紙の朝日，読売新

聞に着目すると，前者が南信地域で優位に展開し

ているのに対し，後者は北信，東信地域に強く，

両者ですみ分けがされていることが分かる。地域

による部数の差は，各社の営業方針とともに，既

存の交通網の発達による近接性の変化にも大きく

関係している。

　県内の高速道路網としては，１９８２年に中央自動

車道西宮線（以下，中央自動車道と呼称）が全線

開通，１９８８年には中央自動車道長野線（以下，長

野自動車道）が南部から松本インターチェンジ

（以下，��）まで開通し，東京，名古屋の大都市圏

と結ばれた。その後１９９３年に長野自動車道が全

通，１９９９年には上信越自動車道が全通し，長野県

内各都市が高速道路で結ばれた。主要国道は，長

野市と名古屋を結ぶ国道１９号線を南北軸，長野市

と東京を結ぶ１８号線，２０号線を東西軸とし，県内

の主要都市を結ぶ国道，それらを補完する県道・

市道により形成されている。特に全国紙において

はこれら高速道路網の整備が配布の展開を可能に

している。

　次に，各社の地方版配布地域を見ていきたい。

新聞社は，紙面構成の中に，一定地域のニュース

や記事を掲載する地方版を設置することによって

配布地域を拡大してきた。この傾向は全国紙に顕

著であり，長野県への地方版設置は１９１０年に「東

京朝日新聞」が「長野特報」「松本特報」などのコー

ナーを設けたことに始まる。一方，信濃毎日新聞

も地方版を設置することでこれに対抗した��。信

濃毎日，読売，中日新聞における現在の地方版の

設定を示したものが第２図である。信濃毎日新聞

では前述の４地域区分に，諏訪地域を加えた５版
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第１図　長野県の地域区分と都市分布

第１表　長野県における新聞の配布状況（２００１年）

配布構成比地　方　紙全　　　　国　　　　紙
地方紙全国紙中日信濃毎日読売毎日日経産経朝日
７５．２％２４．８％　�５６７部１７４，７４６部２２，１９６部６，６０６部１１，８４９部２，２８８部１４，９０４部北信
６６．６％３３．４％　３０９２，９１７�２１，９６３　３，７０４　６，１７７�１，２５０　１３，６１３　東信
７２．０％２８．０％１６，６７４　１１４，８４８　１８，２０９　３，５１７　８，５２２�９６０１８，５７９　中信
６７．４％３２．６％３３，４７８　８７，１９８　１８，１２９　７，８８２　８，６７２�２，３８０　２１，４２５　南信

（日本���協会資料より作成）



体勢をとっている。これは，地域に密着した展開

が可能な地方紙としての強みであり，全国紙には

真似ができない。一方，全国紙の読売新聞では北

信，東信地域に配布される「長野版」，中信，南

信地域に配布される「中南信版」の２版体制を

とっている。ここのような長野，松本を中心とし

た配布構造は，明治期の廃藩置県時に遡る。当

時，長野県が中心となって「長野新報」を，筑摩

県が中心となって「信飛新聞」を発行し，それぞ

れ北信・東信，中南信を配布圏としていたことに

由来しており，地方紙レベルで２本社体制という

珍しい体制をとる信濃毎日新聞のルーツにもなっ

ている。中日新聞では，県全域で「長野版」の１

版体制となっている。

　次章では，具体的に配送ルートの展開から，各

社の配送圏の構造を見ていきたい。

Ⅲ　長野県における各社の配送圏

　新聞配送は，その形態から大きく次の２種類に

分けられる。一つは印刷工場から自社の新聞のみ

を搭載して各販売店に配送する形式の自社単独配

送，もう一つはある場所に各社が新聞を持ち寄

り，そこから一台のトラックで販売店に配送する

形式の共同配送である。共同配送の場合，集荷場

所までは各社が自社単独配送ルートに集荷場所を

組み込んで運んでくる。また配送ルートの末端地

域では，販売店自身が配送ルート上にある販売店

へ取りにいく方法もある（第３図）。以下では，

信濃毎日，読売，中日新聞の配送ルートから見た

配送圏を見ていきたい。

Ⅲ－１　信濃毎日新聞の事例

　信濃毎日新聞は，発行部数４７万７千部（２００１

年），長野県内の普及率６３％となっている。長野

本社，松本本社の２本社体制で，印刷工場は長野

本社，及び塩尻市にあるが，２００１年に長野市青木

島に新たな印刷工場が新設され��，長野本社の印

刷工場は閉鎖されている。第４図は２０００年におけ

る新聞配送ルート（以下，自社便）を示したもの

である。長野工場が担当する北信，東信版から見

ていく。北信版への自社単独配送ルートは，長野
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第２図　長野県における地方版の展開（２００１
年）

� ��（聞取り調査により作成）

第３図　印刷工場から販売店までの配送種別
� ��（聞取り調査により作成）



市内４便，坂城便，若穂便，須坂便，新町便，湯

田中便，野沢温泉便の合計１０便が設定されてい

る。他社との混載形式の共同配送は，飯山市にあ

る販売店（以下，販売店）を起点とし，森宮野原

方面，野沢温泉方面，替佐方面への３便，長野市

にあるガソリンスタンドを起点とし，黒姫方面，

鬼無里方面への２便，七ニ会の販売店を起点と

し，高府方面への１便の計６便となっている。北

信地域では共同配送路線が多く設定されているこ

とが特徴である。東信版への自社便は，上信越自

動車道に沿って，上田便，八幡便，軽井沢便，小

海便の計４便が設定されている。共同配送は，東

部町の販売店を起点とし，望月方面へ１便のみと

なっている。小海方面は，他紙の場合，小諸市に

あるガソリンスタンドから共同配送ルートが設定

されているが，信濃毎日新聞では部数が確保され

ているため，自社路線で配送されている。

　続いて，塩尻工場は松本市を中心とした広域中

信版，諏訪版，飯田・伊那版を担当している。広

域中信版への自社便は，松本市内３便，塩尻便，

波田便，梓川便，有明便，麻績便，大町便，木曽

１便，木曽２便の合計１２便設定されている。共同

配送は，大町市の新聞販売店から小谷方面への１

便のみとなっている。全国紙では木曽方面や有明

方面は共同配送となるが，同地域の中心である塩

尻に印刷工場が立地するために，自社単独便で展

開が可能であり，しかも木曽便のようにルートを

細分することもできる。２便に分割することによ

り，例えば緊急時による振り替え等の事態にも早

急に対応できるようになる。諏訪版への自社便

は，国道２０号線に沿って下諏訪便，信濃境便の合

計２便のみの設定で，共同配送は設けられていな

い。飯田・伊那版への自社単独配送ルートは高遠

便，七久保便，駒場便，天竜峡便の計４便が設定

されている。共同配送は阿智村駒場にある販売店

から根羽方面への１便，飯田市竜江にある販売店

から，泰阜方面，平岡方面への２便の合計３便と

なっている。

　以上，信濃毎日新聞の配送圏をまとめると，長

野工場を中心とした北信，東信地域と塩尻工場を

中心とした中南信地域に二分される。県内での普

及率が６割強と良好な発行部数を有するために販

売店数も多く，これらを網羅するため自社単独配

送便の設定が非常に多いことが特徴である。

Ⅲ－２　読売新聞の事例

　読売新聞は，全国紙最大手として１，０３１万９１部

（２００１年１月）という，世界一の発行部数を誇って

いる。全国２６ヶ所（２００２年４月）に印刷工場を設

置し，それぞれ東京・大阪・西部・中部各本社の

記事を印刷，配送している。

　長野県での展開は，群馬県の藤岡工場，東京都

の府中工場，愛知県の名古屋工場が担当している

（第２表）。藤岡工場は上信越自動車道沿いの立地
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第４図　信濃毎日新聞社における長野県内の
朝刊配送ルート（２００１年）

� 注）各ルートとも，印刷工場から一番初

めに到着する販売店より道筋を示した。

� ��（信濃毎日新聞社資料及び聞取り調査に

� ��より作成）



を生かし，北信，東信地域を中心とした長野版を

印刷している（第５図）。自社便は，軽井沢から

丸子町へ至る便，更埴から長野市内に至る便，上

田から安代温泉へ至る便，の合計３便の設定があ

る。共同配送は，小諸市にあるガソリンスタンド

から小海方面へ向かう便，望月方面へ向かう便，

新町，高府方面へ向かう２便，鬼無里方面へ向か

う便，黒姫方面へ向かう便，野沢温泉方面へ向か

う便，森宮野原方面へ向かう便の合計８便となっ

ている。印刷工場から距離があるため，自社便は

高速道路，及び国道１８号線沿いの販売店のみしか

回れず，そこから離れた地域は，共同配送に依存

する形となる。

　次に，諏訪から松本，大町にかけての地域は，

府中工場の管轄になり，中央自動車道を活用した

配送形態をとっている。自社便は，原村から岡谷

に至る便，松本から大町へ至る便の合計２便の設

定となっている。このルートにかからない有明か

ら麻績にかけての地域は，信濃毎日新聞の麻績便

に委託する形がとられている。そのため大町に至

る便は，信濃毎日新聞塩尻工場へ回り，この分を

卸している点が特徴的である。これは輸送面では

各社が協調し合う体制がとられていることの表れ

である。共同配送は先の麻績便の他に，大町から

白馬へ向かう便の計２便となっている。

　木曽，伊那方面へは名古屋工場が担当してい

る。自社便は，塩尻から松本に至る便，駒ヶ根か

ら川岸に至る便，飯田から飯島に至る便の計３便

となっている。特に木曽方面は，一度塩尻の販売

店へ配送してから共同配送で落合川まで下ってい

くという形態をとる。直接落合川から洗馬へ配送

ルートが設定されていないのは，中央自動車道の

線形が伊那谷を通っていること，及び当該地域の

部数が関係していると考えられる。また天竜峡か

ら平岡方面へは，信濃毎日新聞の天竜峡便に委託

している。また伊賀良から根羽へは，飯田駅か

ら，共同配送１便が出ている。

　長野県における読売新聞の配送構造は，県内の

高速道路網に大きく影響を受けている。すなわち
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第２表　長野県を担当する読売新聞社の印刷工場（２００２年）

輪転機数朝刊部数事業者名稼動年月所在地印刷工場名
２０台４０万部群馬高速オフセット１９９６．１２群馬県藤岡市本動堂２５０�５藤岡
４２台７０万部東京メディア製作１９９３．１１東京都府中市南町４�４０�３３府中
１０台２０万部中部メディアテック１９８６．１愛知県名古屋市中区栄１�１７�６名古屋

（聞取り調査により作成）

第５図　読売新聞社における長野県内の新聞
配送ルート（２００１年）

� 注）各ルートとも，印刷工場から一番初

めに到着する販売店より道筋を示した。

� ��（読売新聞社資料及び聞取り調査により

作成）



藤岡工場は北信，東信地域，府中工場は諏訪，松

本を中心とした中信地域，名古屋工場は木曽，伊

那地域と明確に分類できる。ルートにおいても，

自社便は，高速道路や主要国道沿いに，共同配送

は主要国道から枝葉上に分岐する末端地域に設定

されていることが分かる。

Ⅲ－３　中日新聞の事例

　中日新聞は，東京，東海（浜松），名古屋，北

陸（金沢）の４本社３支社からなり，配送エリア

は１都１５県，総発行部数は４７０万部となってい�

る��。印刷工場は，愛知県下に金城工場，豊田工

場の２工場，岐阜県下に岐阜工場，東濃工場の２

工場，神奈川県横浜市の瀬谷工場，石川県金沢市

の幸工場，埼玉県戸田市の埼京工場の計７工場あ

る。

　長野県での展開は，愛知県中津川市にある東濃

工場から全て配送されており，自社便は木曽方面

へ向かう便，飯田方面に向かう便，松川から駒ヶ

根に向かう便，松本へ向かう便の合計４便が設定

されている（第６図）。駒ヶ根便に関しては駒ヶ

根の販売店で中継され，伊那に向かう便と岡谷，

諏訪に向かう便の２便に分かれる。また松本の販

売店からは大町方面へ向かう便と，長野市に向か

う便とに分かれる。大町方面は，大町の販売店で

共同配送に乗せ換え，白馬の販売店までいってい

る。白馬が中日新聞における中信地域での最北端

となり，部数は４０部（２００２年６月）となっている。

　一方，松本を中継して長野市に着いた新聞は，

市内に配られるほか，長野駅より鉄道にて２方向

に分かれる。すなわち，長野電鉄で湯田中へ向か

い，しなの鉄道で上田，軽井沢に向かうことにな

る。前者は長野駅を午前６時３０分に出発し，湯田

中駅に７時３７分に到着する。後者は長野駅を午前

５時２１分に出発し，上田駅に６時１１分，終点の軽

井沢駅に６時５４分に到着する。湯田中のある山ノ

内町が中日新聞の配布の北限となる。湯田中渋温

泉卿に５部，滋賀高原に２部配布されている���

（２００２年６月）。上田は１０部，軽井沢は２０部（共に

２００１年）となっている。

　以上，中日新聞の配送圏は，部数から見ても

（第１表参照）中南信地域を中心に配布されてお

り，配送構造も松本以南に自社単独配送が設定さ

れていることが分かる。松本以北は部数も大幅に

減少するため，白馬へ向かう便は共同配送を利用

する一方で，北信，東信地域は主要都市に回る共

同配送が存在しない点，配送先が飛び地状に存在

しルート設定が困難な点などから，長野駅からの

鉄道輸送を利用していることが特徴である。以前

は，新聞の輸送手段として鉄道が幅広く利用され

ていた���が，現在では，事例のように少量の部数

を近距離に配送する場合にのみ利用されている。�
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第６図　中日新聞社における長野県内の新聞
配送ルート（２００２年）

� 注）各ルートとも，印刷工場から一番初

めに到着する販売店より道筋を示した。

� ��（聞取り調査により作成）



Ⅳ　おわりに

　本報告は長野県を対象に競合する新聞配送圏の

動向を明らかにした。調査結果は，以下のように

まとめられる。

１）新聞配送は，自社単独配送と共同配送に分け

られ，前者は高速道路や主要国道沿いに，後者

はそれらから枝葉状に分岐する地域に設定され

る。また鉄道輸送は，運賃の観点から部数が少

量で，かつ近距離の場合に利用される。

２）信濃毎日新聞は印刷工場の立地から，読売新

聞は長野県内の高速道路の線形から，長野を中

心とした北信，東信地域と，松本を中心とした

中南信地域に二分される。一方中日新聞は，愛

知県中津川市にある印刷工場を起点に，南信地

域を中心とした配送圏を形成していることが分

かる。

　本報告では，配布スケールの異なる３紙が，長

野県でどのような配送行動を展開しているかを明

らかにした。しかし，ルート設定と密接に関係し

てくるのは，積載量を決定する販売店毎の取り扱

い部数である。今回の調査においても，ある販売

店の部数データを断片的に入手できたのである

が，通年的に各新聞のデータを揃えることは困難

であった。これらが地域別に複数の販売店で入手

可能となれば，新聞配布を文化圏ととらえ，部数

からの競合状況をミクロなレベルで分析すること

が可能となり，新聞配布研究の可能性が広がる

が，これに関しては，今後の課題としたい。
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　本稿の調査を行うにあたり，信濃毎日新聞社長野製作センターの小坂武範氏には，配送ルートなどの

貴重な資料及び情報を提供していただくとともに，格別のご配慮を賜りました。ならびに水嶋信一氏を

はじめ山ノ内町の皆様には，現地調査の際に大変お世話になりました。末筆ながら，以上記して感謝を

申し上げます。
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